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申立てをされる前に必ずお読みください！ 

＜ハーグ条約実施法による子の返還申立てをされる方へ＞ 

東京家庭裁判所 

大阪家庭裁判所 

 

 １ ハーグ条約実施法による子の返還申立事件の手続の概要 

  ○ 子の返還決定手続とはこのような手続です。 

子の返還決定手続とは，いわゆるハーグ条約（正式名「国際的な子の奪取の民事上の側

面に関する条約」）締約国内に常居所を有していた１６歳未満のお子様を，同国から日本

に連れ出し，又は，日本に留め置くことによって，上記国（以下「常居所地国」といいま

す。）の法律によれば，申立人のお子様に対する監護の権利を侵害する場合に，日本でお

子様を監護している者（相手方）に対して，裁判所が，お子様を常居所地国に返還するよ

う命ずる手続です。 

【返還事由】 

① 子が１６歳に達していないこと。 

② 子が日本国内に所在していること。 

③ 常居所地国の法令によれば，当該連れ去り又は留置が申立人の有する子についての監

護の権利を侵害するものであること。 

④ 当該連れ去りの時又は当該留置の開始の時に，常居所地国が条約締約国であったこ

と。 

もっとも，裁判所は，上記の返還事由がいずれも認められる場合であっても，次の①か

ら⑥までに掲げた返還拒否事由のいずれかがあると認めるときは，子の返還を命じてはな

らないこととされています（ただし，①から③まで又は⑤に掲げる事由がある場合であっ

ても，一切の事情を考慮して常居所地国に子を返還することが子の利益に資すると認める

ときは，裁判所は，子の返還を命ずることができます。）。 

なお，子の返還決定手続では，申立人，相手方双方が，早期に的確な主張，立証を行う

ことが重要である上，日本国や常居所地国の法律の知識も必要です。そのため，一度，法

律の専門家である弁護士に相談をされることをおすすめします。弁護士に依頼をすると，

依頼を受けた弁護士があなたの代理人として，申立書等の書面の作成をはじめ，手続にお

ける主張・立証活動を行います。 

弁護士の紹介については，中央当局である外務省にお問い合わせください。 

外務省領事局ハーグ条約室 

〒１００－８９１９ 

 東京都千代田区霞が関２－２－１ 

電話：０３－５５０１－８４６６ 

Email：hagueconventionjapan@mofa.go.jp 
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【返還拒否事由】 

① 連れ去り又は留置開始の時から１年以上経過した後に裁判所に申立てがされ，かつ，子が新た

な環境に適応している場合  

② 申立人が連れ去り又は留置開始の時に現実に監護の権利を行使していなかった場合（当該連れ

去り又は留置がなければ申立人が子に対して現実に監護の権利を行使していたと認められる場合

を除く。） 

③ 申立人が連れ去り若しくは留置の開始の前にこれに同意し，又は事後に承諾した場合 

④ 常居所地国に返還することによって，子の心身に害悪を及ぼすこと，その他子を耐え難い状況

に置くこととなる重大な危険がある場合  

⑤ 子の年齢及び発達の程度に照らして子の意見を考慮することが適当である場合において，子が

常居所地国に返還されることを拒んでいる場合 

⑥ 常居所地国に子を返還することが人権及び基本的自由の保護に関する基本原則により認められ

ない場合 

なお，子の返還決定手続の間に相手方がお子様を日本国外に連れ出すことを避けるため，

手続と併せて，相手方がお子様を日本国外に連れ出すことを禁止する出国禁止命令や，お

子様名義の旅券（パスポート）を外務大臣に提出するよう命ずる旅券提出命令の申立てを

行うこともできます。 

裁判所が返還決定を発令するかを判断するためには，申立人，相手方双方に互いの主張

を記した書面（この書面を，申立書，答弁書，主張書面などといいます。）や裏付けとな

る証拠資料を提出していただき，裁判所が，双方の言い分を直接お聴きする必要がありま

す。また，必要に応じて，家庭裁判所調査官が，申立人や相手方，あるいは，お子様にお

会いして事情を伺うこともあります。 

○ 早期の紛争解決を図るためには当事者双方の迅速かつ的確な主張立証が必要です。 

子の返還決定手続は，先に述べたとおり，上の①から⑥に掲げた返還拒否事由がないと

きには，お子様を常居所地国に返還するよう命ずる手続であり，ハーグ条約上も，手続を

迅速に進めなければならないとされております。法律上も，申立てがされてから６週間が

経過したときは，申立人又は外務大臣は事件が係属している裁判所に対して，審理の進捗

状況について説明を求めることができることとされており，早期の紛争解決を図るために

は，申立人，相手方双方による，迅速かつ的確な主張立証が必要です。子の返還決定手続

では，先に述べたとおり日本国や常居所地国の法律の知識も必要となってきますから，必

要に応じて，法律の専門家である弁護士に相談をされ，手続を依頼されることが望ましい

でしょう。 

○ 子の返還決定手続は監護権や親権を決める手続ではありません。 

子の返還決定手続は，あくまでも，お子様を常居所地国に返還することを目的とする手

続であり，お子様の監護権，親権を誰が持つのかということまでを裁判所が決定する手続

ではありません。そのため，日本の裁判所が返還決定を発令した場合は，ひとまず，お子

様を常居所地国に返還し，その後に同国における手続の中でお子様の監護権，親権を誰が
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持つのかに関する判断が行われることになります。また，仮に，既に日本の家庭裁判所に

親権者の指定若しくは変更又は子の監護に関する処分についての審判事件が係属していた

り，日本の家庭裁判所における離婚訴訟の中でこれらの事項も審理されているという場合，

当庁における返還決定の申立てを却下する裁判が確定しなければ，その家庭裁判所はこれ

らの事項について裁判をすることができません。 

○ 子の返還決定手続の中では当事者双方の話合いによる解決を図ることも可能です。 

お子様を常居所地国に帰国させるかどうかは，お子様の福祉のためにも，本来は当事者

相互の話合いによって合意の上で決めることが望ましく，手続の中で和解を行ったり，当

事者双方の同意が得られる場合には事件を調停手続に付して（付調停）話合いを行うこと

が可能です。調停手続の詳細については，「子の返還申立事件では調停の利用も可能で

す」をご覧ください。 

 

 

○ 手続の流れのイメージ図 
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       合意による解決ができず 

                      

 

                基本的に６週間以内の判断を想定 

付調停手続 調停成立による解決 

子の返還申立て 

（出国禁止命令・旅券提出命令の申立て） 

  

期
日
指
定 
手続期日 

◎ 双方の言い分を記載し

た書面や証拠を踏まえ

ながら整理します。 

◎ 双方の言い分を直接裁

判官がお聴きすること

もあります。 

◎ 調停以外にも和解によ

る合意解決が試みられ

ることがあります。 

◎申立てから２週間程度後を目処に第１回の期日を指定します。 

◎進行に応じ，数回手続期日が重ねられることがあります。 

◎期日の間に，家庭裁判所調査官による調査が行われることがあります。 

 

和解成立による解決 

返還申立てを認めるか認

めないかの判断 

 

◎担当者が進行に必要な事項をお伺いすることがあり

ます。 

◎手続期日の調整を行うこともあります。 

◎相手方にも，申立書写し等を送付し，反論を促します。 

◎申立てがあれば，出国禁止命令・旅券提出命令の審理も行います。 
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２ 申立てをされる前に 

 (1) 外務省（外務大臣）に対する子の返還のための援助申請は既にお済みですか？ 

外務省（外務大臣）に対する外国返還援助申請を行い，外務省（外務大臣）において外国

返還援助を行うことが決定された場合には，あなたとお子様を監護されている方との間で，

お子様の返還や面会交流のための協議のあっせん等が行われ，裁判所の手続によらずして当

事者間での任意の解決が期待できることがあります。 

また，外国返還援助申請がされた場合，外務省（外務大臣）では必要に応じて関係機関か

ら情報を収集して，お子様の住所やお子様と同居している方の氏名や住所の特定が行われま

す。仮に，お子様の住所やお子様と同居されている方の氏名・住所が判明しない場合には，

裁判所としてはそのまま手続を進めることができません。このような場合，まず，あなたご

自身で必要な情報を独自に収集していただくか，あなたが外務省（外務大臣）に対して外国

返還援助申請をした上で，外務省（外務大臣）が必要な情報を収集することによって手続を

進めることが可能になります。したがって，手続を迅速に遂行するためにも，外国返還援助

申請を行われることをおすすめいたします。 

 

 (2) 申立書及び添付資料の準備はできていますか？ 

   申立書の記載方法及び添付資料については，別添の「提出書類について（子の返還申立てを

される方へ）」をご覧ください。 

   申立書や添付資料に訂正や不備があると，手続が迅速に進まなくなる可能性があります。 

 

(3) 申立てをされる日をあらかじめご連絡いただくと手続がより迅速に進みます。 

申立て後，裁判所としては，できるだけ速やかに申立書類等を拝見し，今後の進行に必要

な事情を伺いながら，手続の期日の調整を行わせていただきますが，実際に申立てをされる

日を，事前に裁判所にご連絡いただければ，申立当日に裁判所にお越しいただいた際に進行

に必要な事情等をお伺いでき，手続がより迅速に進みます。なお，弁護士に手続を依頼され

た場合には，併せてその旨をお知らせください。この場合，あなたご自身が裁判所にお越し

いただく必要はありません。 

 

(4) 裁判所からお送りする書類の送付先を日本国内の場所にしてください。 

申立ての際には，「連絡先等の届出書（□変更届出書）」の提出をいただくことになりま

すが（「提出書類について（子の返還申立てをされる方へ）」参照），この件に関して裁判

所からお送りする決定書等の書類の送付先は，上記届出書に記載された送付場所となります。

送付場所は日本国内にするようにして下さい。なお，日本の弁護士を手続代理人として依頼

される場合には，弁護士の事務所を送付場所とすることができます。 
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（5）子の住所地により管轄が決まります。 

東京家庭裁判所に管轄があるのは，子の住所地が東京高等裁判所，名古屋高等裁判所，仙

台高等裁判所又は札幌高等裁判所の管轄区域内にある場合です。 

大阪家庭裁判所に管轄があるのは，子の住所地が大阪高等裁判所，広島高等裁判所，福岡

高等裁判所又は高松高等裁判所の管轄区域内にある場合です。 

申立てをされた場合であっても，他の裁判所に管轄があることが判明したときは，その裁

判所に移送されることがあります。 

 

３ 迅速な審理のための期日への出席のお願い 

子の返還決定手続では，法律上，迅速な審理を行うことが想定されております。指定された

期日にはなるべく出席してください。期日を指定するに当たっては，あなたのご都合をお伺い

しますが，ご希望に添えないこともありますのでご了承下さい。なお，やむを得ない理由であ

なた自身が欠席する場合であっても，次回の期日の調整等のために，あなたが依頼した弁護士

とはあらかじめ連絡ができるようにしてください。 


